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S33 国有林生産力増強計画 
  （老齢過熟林等の人工林化、未利用林の開発） 

S36 国有林木材増産計画 

S39 林業基本法制定 
  （林業の安定的発展、林業従事者の経済的社会的地位の向上） 

    木材輸入自由化 

S47 林政審議会答申 
  （公益的機能を重視した森林施業、事業経営の改善等） 

農林省山林局 
所管の国有林 
（北海道以外） 

宮内省帝室林野局

所管の御料林 

内務省北海道庁
所管の国有林
（北海道） 

昭和22年 
 林政統一 ３省庁所管の国有林を農林省が所管 
    （企業的運営による独立採算方式の特別会計制度を採用） 

昭和30年代 
  高度経済成長等に伴う木材需要の増大を背景に、伐採 
 量が拡大、また 要員規模も拡大。 
 財務状況が好調に推移したことから、林政協力費とし 
 て一般会計への繰入れ等を実施 

昭和40年代後半 
 公益的機能発揮の要請の高まり、木材貿易の完全自由化
による外材の輸入増加などにより伐採量減少、木材価格の
下落等から財務状況が急速に悪化 

昭和53、59、62、平成3年 
 ４次にわたる改善計画（自主改善努力）にも拘わらず経
営状況はさらに悪化。 

 平成10年 
 国有林野を将来にわたって適切かつ効率的に管理運営す
るため国有林野事業を抜本的に改革 
（H11～H15年度は集中改革期間） 

明治維新 
・ 版籍奉還・社寺上地により藩有林・社寺 
 有林を国の所有へ 
・ 林野の官民有地区分 

  M2    国有林成立 

 S22 国有林野事業特別会計法制定 

 H9  林政審議会答申 
 
H10    国有林野関連2法（国有林野事業の抜本的改革） 
      （公益的機能重視への転換、組織・要員の徹底した合理化、特別会計の見 
       直し、累積債務の本格処理） 

S53 国有林野事業改善特別措置法 

    経営改善計画の策定 

S59 新経営改善計画の策定 

S62 計画の改訂・強化 

 H2  国有林野事業経営改善大綱 

 H3  新経営改善計画の策定 

復興用材、朝鮮戦争特需、高度経済成長に伴う 
建築用材等の膨大な木材需要が発生 

国有林野事業の歴史 

 平成25年 
 国有林野事業の一般会計への移行 

 H24    国有林野の有する公益的機能の維持増進を図るための国有林野の 
   管理経営に関する法律等の一部を改正する等の法律 

１ 



国有林の現状 

注１：国有林野の面積は、地域管理経営計画の対象とする面
積であり、 官行造林地の面積を含まない。 

２：国有林（林野庁所管）の面積は平成23年度末現在。 
３：保安林及び鳥獣保護区の面積は平成23年度末現在。 

   
面積 
(万ha)  

国有林野 
での割合  

国有林(林野庁所管)  761     

   国有林野  758     

      保安林  683  90% 

      保護林  92  12% 

      緑の回廊  59  8% 

      
レクリエー 
ションの森  

39  5% 

      世界自然遺産  8  1% 

      自然公園  219  29% 

      鳥獣保護区  123  16% 

国有林の分布と組織 

北海道森林管理局 

関東森林管理局 

中部森林管理局 

近畿中国森林管理局 

四国森林管理局 

東北森林管理局 

九州森林管理局 
林野庁 

琉球諸島 

小笠原諸島 

奄美諸島 
国有林 

森林管理局界 

都道府県界 

   全国７森林管理局、流域（森林計画区）を単位とした98
森林管理署等を設置し、直接国有林を管理経営 
※ 平成25年４月、国有林野事業の組織・事業の全てを一般会計に移行 

多様な自然を有する国有林 

○ 我が国の森林の約３割(国土の約２割)は「国有林」｡政府(林野庁)が「国有林野事業」として一元的に管理経営｡ 
○ 奥地の急峻な山脈や水源地域に広く分布し、国土の保全、水源のかん養、生物多様性の保全、地球温暖化の防止、な

どの重要な公益的機能を発揮。国有林野の約９割が保安林に指定。 
○ 原生的な天然林が広く分布し、野生生物の生育・生息地としても重要。世界自然遺産地域のほぼ全域、国立公園の約６

割が国有林野。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（平成24年３月31日現在） 

（平成24年４月１日現在） 

20% 

森林 

2,508万ha 

66% 

非森林 

1,271万ha 

34% 

0% 

国有林（林野庁所管） 

761万ha 

私有林 

1,449万ha 

38% 

公有林 

292万ha 

国土面積 

3,779万ha 

8% 

その他の 
国有林 
6万ha 

森林面積と国有林面積 

２ 



国有林野の管理経営 
○ 国有林野の管理経営は､「国有林野の管理経営に関する基本計画」(以下､「管理経営基本計画」という｡)に基づき実施｡ 

計画の体系 管理経営基本計画について 

全 
 
 
 
国 

森 
林 
計 
画 
区 

民有林 

     地域森林計画 

市町村森林整備計画 

国有林 

森林・林業基本計画 

    全国森林計画 

国有林の地域別の 
森林計画 

 管理経営基本計画 

地域管理経営計画 

国有林野施業 
実施計画 

調和して 

調 
和 
し 
て 

即して 即して 即して 

即して 

即して 

即して 

国有林野管理経営法等 森林法 

森林・林業基本法 

【管理経営基本計画】(大臣：５年ごと10年計画) 
 国有林野の管理経営の方向を明確にし、森林という動的国有財産の管理、処分を
計画的に実施するとともに、計画の策定段階で国民の意見を聴き、国民意見を反映し
た管理経営を行っていく必要から、全国の国有林を対象として大臣がたてる計画 
 

【地域管理経営計画】(局長：５年ごと５年計画) 
 地域ごとの賦存状況に応じたきめ細かい国有林野事業の運営を図るため、森林管
理局長が森林計画区(流域)を単位として定める管理経営の計画 
 

【国有林野施業実施計画】(局長：５年ごと５年計画) 
 森林計画及び管理経営計画に即して持続的な国有林野の管理経営を行うため、森
林管理局長が管理経営規程に基づき森林計画区(流域)を単位として、事業量や伐採
造林等の箇所別計画、保護すべき国有林野等を具体的に定める計画 

（市町村ごと） 

○ 「管理経営基本計画」は、国有林野の管理経営に関する基
本方針、その他の基本的な事項を明らかにするため、「国
有林野の管理経営に関する法律」第４条の規定に基づき、
農林水産大臣が５年ごとに定める10年間の計画 

 
○ 森林管理局長は、この計画に即して、流域（森林計画区）

ごとに「地域管理経営計画」及び「国有林野施業実施計画」
を定め、国有林野の管理経営を推進 

 
○ 現行の管理経営基本計画は、平成26年４月１日から平成

36年３月31日までを計画期間として、平成25年12月に改定 
 
○ 今回の策定では以下の点を中心に記載内容を充実 
 ・ 平成25年12月にとりまとめられた「農林水産業・地域の活

力創造プラン」に「国産材の安定的・効率的な供給体制の
構築」が位置づけられたことを踏まえ、 

 『林産物の供給等を通じて、地域の川上・川中・川下の関
係者との連携を強化し、国産材の安定的・効率的な供給
体制の構築への貢献』 

・ 平成25年から32年までを期間とする京都議定書第２約束期
間における森林吸収源対策の取組として、 

 『森林吸収量の確保のため、間伐の実施に加え、主伐後
の効率的な再造林等に積極的に取り組むなど、地球温暖
化防止への貢献』 

３ 



国有林野における主な取組① 
○ 国有林野の管理経営に当たっては、公益重視の管理経営を一層推進するとともに、組織・技術力・資源を活用して、我

が国の森林・林業の再生へ貢献。また、東日本大震災からの早期復興に積極的に貢献。 

公益重視の管理経営の一層の推進 森林・林業の再生へ貢献 ① 

・林産物の安定供給 

 林産物の供給等を通じて、地

域の川上・川中・川下の関係者

との連携を強化し、国産材の安

定的・効率的な供給体制の構築

へ貢献。 

・民有林と連携した施業 
 の推進 

 民有林との連携により事業の

効率化等が図られる区域につい

て、森林共同施業団地を設定。 
 

 民有林と連結した路網の整備

や計画的な間伐等の実施、民有

林材と協調した出荷等の推進。 

国産材の安定的・効率的な供給体制の構築 

民有林と連結した路網の整備 

国有林 

国有林 
民有林 

民有林 

民有林 

  ・森林整備の推進 
 森林吸収源対策を含めた地球温

暖化防止対策について、我が国全

体で3.5％の吸収量を確保するため、

間伐等の森林整備を積極的に推進。 

・山地災害の防止 

 安全で安心な暮らしを実現す

るため、荒廃地の復旧整備や保

安林の整備の計画的な実施。 

・生物多様性の保全 

 世界自然遺産地域をはじめと

する貴重な森林生態系について、

「保護林」の設定等による厳格

な保全・管理の推進。 

間伐等の実施による健全な森林の整備 

土石流発生箇所における治山事業の実施 

世界自然遺産の保全・管理 

白神山地 

小笠原諸島 

製材工場 

民有林 

国有林 

民・国連携、協定締結等 
による安定供給 

大ロット化 
流通コスト低減 

合板工場 

４ 



国有林野における主な取組② 
森林・林業再生へ貢献 ② 東日本大震災からの復興への貢献 

・海岸防災林の再生 

 津波による被害を受けた

海岸防災林の再生に向けて、

盛土造成等の基盤整備や国

民参加による植栽等の推進。 

・放射性物質汚染への 
 対処 

 関係機関等と連携した国有

林野の除染とともに、森林に

おける除染に関する実証事業

等の実施による知見の集積や

技術開発等への貢献。 

国有林野の除染（福島県田村市） 

海岸防災林の再生 
コンテナ苗を用いた植付 

・林業の低コスト化に向けた技術開発 

 民有林経営への普及を念
頭にした林業の低コスト化
等に向けた技術開発の推進。 

 実用段階に到達した先駆
的な技術等について事業レ
ベルでの試行の実施。 

・鳥獣被害対策 

 地域の農林業や生態系に

多大な被害を与えているシ

カ等の野生鳥獣について、

地域と連携した個体数管理

等の実施。 

シャープシューティングによるシカの捕獲 

生育基盤の整備の
ための盛土工事 

国民参加による植栽 

※イラスト:(独)森林総合研究所 

５ 



機能類型区分ごとの目指すべき森林の姿 
○ 公益重視の管理経営の一層の推進を図るため、個々の国有林野を重視すべき機能に応じ、５タイプに区分し、いわゆ

る公益林として適切な施業を推進。木材等生産機能については、区分に応じた適切な施業の結果得られる木材を計画
的に供給することにより発揮。 

機能類型区分 
（国有林野面積758万ha） 

機能類型区分の考え方 管理経営の考え方 

山地災害防止タイプ 
145万ha(19％) 

山地災害防止及び土壌保全機能の発揮を第一とすべ
き森林 

根や表土の保全、下層植生の発達した森林の維持 

自然維持タイプ 
166万ha(22％) 

原生的な森林生態系や希少な生物の生育・生息する
森林など属地的な生物多様性保全機能の発揮を第一
とすべき森林 

良好な自然環境を保持する森林、希少な生物の生
育・生息に適した森林の維持 

森林空間利用タイプ 
54万ha(7％) 

保健、レクリエーション、文化機能の発揮を第一とすべ
き森林 

保健・文化・教育的利用の形態に応じた多様な森林の
維持・造成 

快適環境形成タイプ 
0.1万ha(0％) 

快適な環境の形成の機能の発揮を第一とすべき森林 
汚染物質の高い吸着能力、抵抗性がある樹種から構
成される森林の維持 

水源涵養タイプ 
393万ha(52％) 

水源の涵養の機能の発揮を第一とすべき森林 
 

人工林の間伐や伐期の長期化、広葉樹の導入による
育成複層林への誘導等を推進し、森林資源の有効活
用にも配慮 

水源涵養タイプ 
393万ha 

山地災害防止 
タイプ145万ha 

自然維持タイプ 
166万ha 

森林空間利用
タイプ 
54万ha 

緑の回廊 

保護林 

国有林野758万ha ６ 



保安林の適切な管理  
 国有林野は、奥地脊梁山地や水
源地域に広く分布していることから、
国土保全や水源涵養の上で重要
な森林が多く存在。 
 このため、国有林野面積の90％
に当たる684万haを保安林に指定。
これは我が国保安林全体の57％。 

保安林 
○ 公益的機能の発揮が特に要請される森林については、農林水産大臣又は都道府県知事が「森林法」に基づき「保安林」

に指定して、立木の伐採や土地の形質の変更等を規制。 
○ 保安林の種類は、「水源かん養保安林」、「土砂流出防備保安林」、「土砂崩壊防備保安林」を始め17種類。 

保安林の現況 （単位：万ha、％） 

森林法 
第25条 
第１項 

保安林 
の種類 

総面積 
うち 

国有林野 

森林法 
第25条 
第１項 

保安林 
の種類 

総面積 
うち 

国有林野 

１号 水源かん養   913  563(62) ７号 防火     0     0(0) 

２号 土砂流出防備   256  107(42) ８号 魚つき     6    1(14) 

３号 土砂崩壊防備     6    2(33) ９号 航行目標     0    0(69) 

４号 飛砂防備     2    0(21) 10号 保健    70   36(51) 

５号 
防風、水害防備、潮害防備 
干害防備、防雪、防霧 

   26    9(33) 11号 風致     3    1(47) 

６号 なだれ防止、落石防止     2    1(24) 
合計［延面積］ 
  ［実面積］ 

 1284 
 1209 

 719(56) 
 684(57) 

注：１ 平成24年度末現在の数値 
  ２ （ ）書は、総面積に占める国有林野面積の割合（％） 
  ３ 計の不一致は、四捨五入による。 

国有林 
５７％ 

（保護林８％） 

７ 



国立公園の位置図 

国立公園 

慶良間諸島 

○ 国立公園は、自然公園制度という体系の中に含まれる制度。「自然公園」としては、「国
立公園」の他に「国定公園」と「都道府県立公園」がある。 

 
【国立公園】同一の風景型式中、我が国の景観を代表すると共に、世界的にも誇りうる傑出した自然の風

景であること。自然公園法により指定。 
【国定公園】国立公園の景観に準ずる傑出した自然の大風景であること。自然公園法により指定。 
【都道府県立公園】都道府県の風景を代表する傑出した自然の風景であること。都道府県条例により指定。 

国立公園等指定状況 （単位：千ha、％） 

種別 公園数 面 積 
うち 

国有林野 
国有林野 
面積割合 

国立公園 30 2,093 1,192 57 

国定公園 56 1,363 491 36 

都道府県立 
自然公園 

315 1,977 506 26 

注：１ 平成25年３月31日現在 
  ２ 平成26年３月５日に慶良間諸島国立公園が指定 

国立公園等に占める国有林の割合  
 

国有林 
３６％ 

（14％） 
国有林 
５７％ 

（21％） 

国有林 
２６％ 

（３％） 

   国立公園        国定公園    都道府県自然公園  
 

８ 
資料：一般財団法人 自然公園財団WEBページから転載 

（  ）は保護林の割合。 



（原生）自然環境保全地域 

原生自然環境保全地域 
 ①遠音別岳原生自然環境保全地域 
 ②十勝川源流部    〃 
 ③南硫黄島    〃 
 ④大井川源流部    〃 
 ⑤屋久島    〃 

自然環境保全地域 
 ⑥大平山自然環境保全地域 
 ⑦白神山地    〃 
 ⑧早池峰    〃 
 ⑨和賀岳    〃 
 ⑩大佐飛山    〃 
 ⑪利根川源流部    〃 
 ⑫笹ヶ峰    〃 
 ⑬白髪岳    〃 
 ⑭稲尾岳    〃 
 ⑮崎山湾    〃 

○ ほとんど人の手が加わっていない原生の状態が保たれている地域
や優れた自然環境を維持している地域について、自然環境保全法
及び都道府県条例に基づきそれぞれ、原生自然環境保全地域、自
然環境保全地域、または都道府県自然環境保全地域として指定し、
自然環境の保全に努める制度。 

自然環境保全地域等指定状況 （単位：ha、％） 

種別 
指定地域 うち 

国有林野 
国有林野 
面積割合 箇所数 面 積 

原生自然環境保全地域 5 5,631 5,631 100 

自然環境保全地域 10 21,593 21,461 99 

都道府県自然環境保全地域 543 77,398 21,502 28 

注：平成26年３月31日現在 

自然環境保全地域等に占める国有林の割合  
 
原生自然環境保全地域   自然環境保全地域  都道府県自然環境保全地域  
 

国有林 
９９％ 

（94％） 

国有林 
１００％ 

（100％） 

国有林 
２８％ 

（21％） 

９ 

資料：環境省WEBページから転載 

（  ）は保護林の割合。 



鳥獣保護区 
国指定鳥獣保護区の位置図 ○ 鳥獣保護区は、鳥獣の保護の見地から「鳥獣の保護及び狩猟

の適正化に関する法律」に基づき指定。環境大臣が指定する国
指定鳥獣保護区と、都道府県知事が指定する都道府県指定鳥
獣保護区の２種類。 

○ 鳥獣保護区内の区域内で鳥獣の保護又はその生息地の保護
を図るため特に必要があると認める区域を特別保護区に指定。 

○ 鳥獣保護区内においては、狩猟が認められないほか、特別保
護地区内においては、一定の開発行為が規制。 

鳥獣保護区指定状況 （単位：千ha） 

区分 
国指定 都道府県指定 

箇所数 面 積 箇所数 面 積 

鳥獣保護区 81 584 3,746 3,010 

うち特別保護地区 66 159 546 145 

うち特別保護地区 
指定区域 

2 1 3 6 

注：国指定は平成26年３月16日、都道府県指定は平成25年12月31日現在 

 
鳥獣保護区に占める国有林の割合  
 国有林野には、原生的な森林生態系や希少な野生 
生物が生育・生息する森林が多く所在。 
 鳥獣保護区のうち国有林野面積は1,248千ha。 
これは、鳥獣保護区全体の35％。 

国有林 
３５％ 

（13％） 

10 資料：環境省WEBページから転載 （  ）は保護林の割合。 



小笠原諸島 世界自然遺産登録：2011(H23)年 

      世界遺産評価基準：生態系 
大陸と一度も陸続きになったことがない海洋島であ
り、固有種率の高さ、適応放散による種分化等、海
洋島生態系における現在進行中の進化の過程を示す 

日本の世界自然遺産 

知床 世界自然遺産登録：2005(H17)年 

   世界遺産評価基準：生態系・生物多様性 
世界で最も低緯度の季節海氷域であり、海洋生態系
と陸上生態系が連続することによって複合生態系を
形成 
 

我が国では、「知床」、「白神山地」、「小笠原諸島」、「屋久島」の４箇所が世界自然遺産として登録。 
世界遺産登録地域の陸域のほぼ全域が国有林野であり、これらを「森林生態系保護地域」として保護。 

白神山地 世界自然遺産登録：1993(H5)年 

     世界遺産評価基準：生態系 
純度の高さ、原生状態の保存、 
生物の多様性の 
観点で世界的に 
特異なブナ林 

        屋久島 世界自然遺産登録：1993(H5)年 

            世界遺産評価基準：自然景観・生態系 
世界的に特異な樹齢数千年のヤクスギをはじめ、多くの固有種亜等か
ら成る生物相 
海岸部から中央部の山頂付近に及ぶ植生の典型的な垂直分布 

国有林 
９４％ 

（94％） 

国有林 
８１％ 

（81％） 

国有林 
９５％ 

（95％） 

国有林 
１００％ 

（100％） 

11 

※グラフは、世界遺産地域（陸域）
に占める国有林の割合。また、
（  ）は保護林の割合。 



 国内のユネスコエコパーク 

志賀高原 

白山 

屋久島 

大台ヶ原・大峯山 

▲ 

綾 ▲ 

▲ 

▲ 
▲ 

▲ 

南アルプス 

▲ 

只見 

志賀高原（©山ノ内町） 
大杉谷峡谷シシ淵（©大台町） 

白山火山（©白山市） 

縄文杉 新緑の照葉樹林 甲斐駒ケ岳と水田（©南アルプス市） 

ブナ天然林（©只見町） 

日本のユネスコエコパークは、 1980年（昭和55年）に登録された「志賀高原」(群馬県、長野県)、「白山」(石川県、岐阜県、
富山県、福井県)、「大台ケ原・大峯山」(奈良県、三重県)、「屋久島」(鹿児島県)、2012年(平成24年)に登録された「綾」
(宮崎県)、及び2014年（平成26年）に登録された「只見」(福島県)、「南アルプス」(山梨県、長野県及び静岡県）の７か所。
その核心地域や緩衝地域の多くは、国有林の保護林として保全されている。 

国有林 
25％ 

（１％） 

国有林 
33％ 

（19％） 

国有林 
64％ 

（28％） 

国有林 
22％ 

（５％） 

国有林 
90％ 

（26％） 

国有林 
約９割 

（約６割） 

※グラフは、核心地域及び緩衝地域に占
める国有林の割合。また、（  ）は保
護林の割合。 
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国有林 
95％ 

（75％） 



保護林 
 「保護林制度」は、国有林において、大正４年に発足した先駆的な自然環境の保全制度。原生的な森林生態系等を厳格

に保全・管理する「森林生態系保護地域」など、目的に応じて７種類の「保護林」を設定。 
平成25年４月１日現在、全国849箇所96万５千haを設定。 

保護林の設定状況 

注１：平成２５年４月１日現在の数値である。 

 ２：計の不一致は四捨五入による。 

森林生態系保護地域の配置 

（平成２５年４月１日：３０箇所） 

保護林 緑の回廊 

国有林野 民有林 

しれとこ 

知床 
いざりだけしゅうへん 

漁岳周辺 

ひだかさんみゃく 

日高山脈 

かりばさんちすっきがわげんりゅうぶ 

狩場山地須築川源流部 

おそれざんさんち 

恐山山地 
しらかみさんち 

白神山地 
かっこんだがわ・たまがわげんりゅうぶ 

葛根田川・玉川源流部 
はやちねさんしゅうへん 

早池峰山周辺 
くりこまやま・とちがもりやましゅうへん 

栗駒山・栃ヶ森山周辺 
あずまさんしゅうへん 

吾妻山周辺 

たいせつざん 

大雪山 

ちゅうおうあるぷすきそこまがたけ 

中央アルプス木曽駒ヶ岳 

みなみあるぷすなんぶてかりだけ 

南アルプス南部光岳 

あさひさんち 

朝日山地 
いいでさんしゅうへん 

飯豊山周辺 
さぶりゅうやましゅうへん 

佐武流山周辺 きたあるぷすかなきどがわ・たかせがわげんりゅうぶ 

北アルプス金木戸川・高瀬川源流部 
はくさん 

白山 だいせん 

大山 

おおすぎ だに 

大杉谷 
いしづち さんけい 

石鎚山系 
そぼさん・かたむきや ま ・おおくえやましゅうへん 

祖母山・傾山・大崩山周辺 

いなおだけしゅうへん 

稲尾岳周辺 

あや 

綾 

やくしま 

屋久島 

おがさわら しょ とう 

小笠原諸島 

いりおもてじま 

西表島 

おくあいづ 

奥会津 
とねがわげんりゅうぶ・ひうちがたけしゅうへん 

利根川源流部・燧ケ岳周辺 

奄美群島 
あまみぐんとう 

保護林 

の種類 
目    的 

箇所 

数 

面積 

(千ha) 

森林生態系 

保護地域 

森林生態系の保存、野生動植物 

の保護、生物遺伝資源の保存 
30 655 

森林生物遺伝 

資源保存林 

森林生態系を構成する生物全般 

の遺伝資源の保存 
15 75 

林木遺伝資源 

保存林 

林業樹種と希少樹種の遺伝資源 

の保存 
320 9 

植物群落 

保護林 

希少な高山植物、学術上価値 

の高い樹木群等の保存 
372 161 

特定動物 

生息地保護林 

希少化している野生動物とその 

生息地繁殖地の保護 
39 23 

特定地理等 

保護林 

岩石の浸食や節理、温泉噴出物、氷 

河跡地等の特殊な地形・地質の保護 
33 37 

郷土の森 
地域の自然・文化のシンボル 

としての森林の保存 
40 4 

合 計 849 965 
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緑の回廊 

①知床半島緑の回廊

②大雪・日高緑の回廊

③支笏・無意根
緑の回廊

⑦奥羽山脈緑の回廊

④北上高地緑の回廊

⑤白神八甲田
緑の回廊

⑥八幡平太平
山緑の回廊

⑧鳥海朝日・飯豊
吾妻緑の回廊

⑨会津山地緑の回廊
⑩緑の回廊越後線

⑪日光・吾妻山地緑の回廊

⑫緑の回廊日光線

⑬緑の回廊三国線

⑭秩父山地緑の回廊

⑮丹沢緑の回廊

⑯富士山緑の回廊

⑰緑の回廊雨飾・戸隠

⑱緑の回廊八ヶ岳

⑲白山山系緑の回廊

⑳越美山地緑の回廊

22 四国山地緑の回廊

21 東中国山地緑の回廊

23 綾川上流緑の回廊

24 大隅半島緑の回廊

： 緑の回廊

： 国有林

 「緑の回廊」とは、野生生物の生育・生息地を結ぶ移動経路を確保することにより、個体群の交流を促進して、種の保全
や遺伝的な多様性を確保するため、「保護林」を中心にネットワークを形成する取組。 

 「緑の回廊」においては、人工林の中に自然に生えた広葉樹を積極的に保残するなど、野生生物の生育・生息環境に配
慮した施業を実施。平成25年４月１日現在、全国24箇所58万３千haを設定。 
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318 
344 

383 

469 477 488 
508 514 

526 
539 

552 

622 

656 658 
683 

778 780 781 782 

903 
915 

965 

173 
188 

233 

313 320 320 320 320 320 320 320 

390 401 400 400 

494 495 495 495 

641 650 655 

44 

104 96 90 92 90 
102 107 

119 126 136 139 
159 160 

183 181 182 182 182 
157 157 161 

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

800 

900 

1,000 

H4 H6 H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 

面積（千ha） 

年度 

保護林設定面積の推移 

総数 森林生態系保護地域 

森林生物遺伝資源保存林 林木遺伝資源保存林 

植物群落保護林 特定動物生息地保護林 

特定地理等保護林 郷土の森 

緑の回廊の設定面積の推移  

198 

284 

311 

392 392 

422 

509 509 509 

588 586 592 583 

10 

13 

17 

19 19 

22 

24 24 24 24 24 24 24 

0 

5 

10 

15 

20 

25 

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

（箇所数） 面積（千ha） 

面積(千ha） 箇所 
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